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老人保健福祉計画の実現へ向けての
市町村の今後の課題と役割
一ーその中間見直しの時期を迎えての市町村の
取り組み方をめぐって一一
第1節はじめに
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r<市町村)老人保健福祉計画Jの中間見直し(いわゆるローリング)の
時期を迎えている今日にあって，今後各市町村が自ら策定した「老人保健
福祉計画jにもとづいてそれぞれの地域社会において要援護高齢者のケア
システムを構築・展開していこうとする際に，そこに横たわっている問題
とそれらの問題を踏まえたうえで市町村の果たすべき役割とについて若干
の整理を試みることを，本稿は直接的な課題としている。
ところで，わたくしの知るかぎりにおいでさえも，rこの老人保健福祉計
画が本当に実現できるのだろうかjという不安と困惑とが，市町村の保健・
福祉行政担当者の聞には少なからずあるように思われる(1)。しかしながら，
このような事実を前にする時に，わたくしはそうしたことに至った経緯な
りあるいはその理由，背景といったものについての十分な理解を抱きなが
らも，なおまた同時にある種のとまどいといったものをいつも感じさせら
れないではいられない。
すなわちそれは，前述したようにそれぞれ各市町村自らが策定したはず
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の「老人保健福祉計画Jであるにもかかわらず(ヘ「老人保健福祉計画Jの
実現にかかわって，この計画が策定されてまだ間もないこの時期において
さえすでに，なぜこのような不安や困惑が計画策定の当事者から表出され
てこなければならないのだろうか，というこの当然ともいうべきそしてそ
れだけに素朴な疑問を払拭しきれないからであるo このような問題意識を
その最深のところにもちながら，本稿は成り立っている。
いずれにしても「老人保健福祉計画jの中間見直しを迎え，今後各市町
村はそれぞれの地域社会においてこの見直しがなされた「老人保健福祉計
画Jのもととに改めて要援護高齢者のためのケアシステムを構築・展開を
はかっていかなければならないであろう。
したがって以下においては，本稿がその最深のところに抱く上述したよ
うな問題意識のもとに，計画の見直し・再策定についての不安や困惑を各
市町村の保健・福祉行政担当者が再び抱くことを避けるために，そして実
は，このことが同時に，人口の高齢化の急速な進展のもとにあってその地
域社会に生活する住民にとっての不安や困惑を生起させる大きな一因と
なっているからこそ， r老人保健福祉計画jの見直しにあたって，基本的に
はどのような問題についての再確認ないしは再認識をしなければならない
のだろうかという点に十分留意しながら，標記の課題についての考察を進
めていくことにしたい。
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第2節いくつかの考察
(1) それぞれの市町村のもつ固有性に対応した独自の要援護高齢者地
域ケアシステムの構築を認議する必要性
(a) r老人保健福祉計画Jと要援護高齢者地域ケアシステムの構築との
関連性をめぐって
平成5年度に各市町村は「老人保健福祉計画Jを策定しているが，これ
らの作成方法および作成過程は必ずしもそれぞれの市町村の特徴をいかし
ているとはいい難い。これには作成段階にかかわる状況の問題もあるが，前
例となるモデルが少ないことが，その理由の第ーにあげられるように思わ
れる。
その結果「老人保健福祉計画Jの中では，ケアシステムというアプロー
チが十分浸透しない状態のままに，それぞれの保健・福祉サービスメニュー
が決まり，それをうけて「老人保健福祉計画Jの実施目標値が示されるこ
ととなり，ある意味では，この保健・福祉のサービスの充足の目標値その
もののみで「老人保健福祉計画Jであるかのような理解がなされていると
いう事実も少なからず指摘され得ょう。また，これに加えることがあると
してもそれは， r老人保健福祉計画」に示されたこれらの保健・福祉サービ
スメニューで要援護高齢者のかかえるニーズをどう充足させるのかという
問題に迫りながらも，そこではもっぱらサービス提供のいわゆる方法に収
数された視点に限定された考え方が先行していたように思われる。
したがって，われわれは「老人保健福祉計画Jの中間見直しにおいては，
先の「老人保健福祉計画Jで策定された保健・福祉サービスがその量的・
質的な両側面から再度確認されながら実施に移されるとともに，同時にそ
こではこれらの保健・福祉サービスが実際に，あるいは具体的にどのよう
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に提供されることになるのかといういわばそのフレームワークをなすもの
になるであろうそれぞれの地域社会におりる固有のケアシステム(システ
ムとして関連づげられたサービスの提供組織)の構築の必要性が不可欠で
あると考える。
こうしたケアシステムの構築を目指すことによって，はじめて保健・福
祉サービスにかかわる関係各部署は実質的な意味をもった連携の必要性に
迫られてくることにもなるわけであるが，この連携を進めるには関連する
各部署の成員のシステム的思考と相互理解が必要になってくる。こうした
システム的アプローチを可能とするためには，自らの市町村におけるケア
システムの現状を把握し，その個々のケアシステムの中で保健・福祉サー
ビス担当者がどのような役割をそれぞれ果たしているのかを研修やリカレ
ント教育によって熟知することがまず必要であろう。またこの事柄は逆に，
当該する問題に関する相互理解のためには，要援護高齢者に対する保健・
福祉サービスを提供している他の職種についての知見が必要不可欠であ
り，このような理解があって保健部門と福祉部門との実質的な意味をもっ
た連携がはじめて成り立つものであるということを示唆している。
したがって， r老人保健福祉計画Jを進めるうえでは，それぞれの地域社
会のもつ特性や環境といった条件をよく把握し考慮にいれたうえで実施計
画の策定見直しを行うとともに，それぞれの地域社会に対応したケアシス
テムの構築をすすめることが，いま市町村にとって最も必要なことであろ
うと考えられる。
(b) 地域特性に応じた地域ケアシステムを構成する最小単位としての
サービスエリアあるいはサービスユニット，ケアユニットの設定
の問題m
要援護高齢者に対する地域ケアシステムを構築するにあたっては，それ
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ぞれの市町村の面積，財政カ，高齢化率，保健・医療・福祉にかかわる既
存のおよび今後新たに開発が予定されている社会資源等，個々の市町村の
抱えるさまざまな要素に応じて，それぞれサービス(供給)システムを構
成する最小単位としてのエリアないしはユニットの地理的な範囲をどのよ
うに想定するかについて，今後改めて十分な検討が各市町村自らの手に
よってなされなければならない。
(c) それぞれの地域社会が自らの地域特性に応じた地域ケアシステム
の構築をすることの再確認の必要性
以上述べてきたような一見当然と思われることを改めてここで強調する
ことには，先の i(市町村)老人保健福祉計画Jでのわれわれの経験がある
からである。先進モデル地域といわれる他の市町村の視察をおこなっても
(それ自体が全く無意味であるといっているのではないことに注意された
い)，あるいはコンサルティング企業に自らの市町村の「老人保健福祉計画J
の策定を依頼して，計画それ自体としては見栄えの良い計画ができあがっ
てみたものの，その計画を実際に実施する段階になってみると自らの市町
村の面積，財政力，高齢化率や，保健・医療・福祉にかかわる既存および
将来的に予想されるであろう社会資源量，さらにその地域社会を支える歴
史的な文化・風土・慣習，そして意欲および能力等を含めた保健・福祉に
かかわる人材の量的・質的な存在の問題など，各市町村が固有のものとし
て抱える制約条件によって，計画の実施が困難視されている自治体が数多
く存在しているであろうことが窺われるからである(4)。
そしてさらには，このことの逆の問題として，各市町村が独自にもつメ
リットも反対に生かそうとされていないという事実さえもみられるからで
ある。
これらの点については，以下においてさらに検討を加えてみたい。
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(2) 要援護高齢者地域ケアシステムの構築と在宅サービス(供給)エリ
アの設定の問題をめぐって
従来は，基本的にはそして一般的にも， 1つの市町村行政単位が要援護高
齢者に対する地域ケアシステムを構築する際の最小単位として想定されて
きているように思われる。そしてまた，このような想定と対応する関係の
なかで，主として保健・医療・福祉の社会資源の存在の有無あるいはニー
ズに対して相対的なこれらの社会資源の存在量に応じて，この最小単位よ
りもさらに広い地理的空間をそのサービスエリアとして広域連携が行われ
てきているものと考えられる。
しかしながら，この点に関しては，さらに今後の在宅における社会サー
ビス供給にかかわるサービスエリアの地理的空間を想定する際に，改めて
次の4点を再検討する必要があるように考えられる。すなわち，
(a) 重層的に構成される地域ケアシステムの構築の必要性 I
先ず第 lには，現状を踏まえたうえでケアシステムの構築を考えようと
する場合には，少なくとも在宅要援護高齢者のニーズに対する社会サービ
スにかかわる医療サービス圏域と保健・福祉サーピス圏域とを重層的な次
元において把握しつつ，在宅における社会サービスのサービス供給エリア
をそれぞれどう位置づけ，それらをどう組み合わせるのかを考えながら，各
市町村における地域ケアシステムを構築するという点である。
(b) 重層的に構成される地域ケアシステムの構築の必要性I
第2には，上で議論された点と緊密な類似性をもつであろう次の事柄も，
地域ケアシステムの構築にあたっては考えられなければならない問題とな
る。
ここでも，在宅における要援護高齢者に対する地域ケアシステムの構築
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にあたっては，各市町村は， (a)での問題と同様に重層的なそれぞれの次
元を想定しながら総体としての地域ケアシステムの構築を，それぞれの市
町村が抱えているさまざまな要素を考慮に入れながら検討する必要性があ
る。
先ず，それ自体で在宅における要援護高齢者に対して一つのサービス供
給システムとして完結する最小単位のものとして理解されるサービス供給
エリアの設定とそのサービスエリア内でのケアシステムの構築の問題があ
る。
そして，この生活空間的に最も身近に構築されることになる基本となる
ケアシステムとの関連において，次いでこれらの最小のサービス供給エリ
アを越えて利用される必要性が生じる社会サービス資源に対応してこれら
をコーディネイトする圏域を想定しなければならない。つまり，複数の最
小単位を構成するケアシステムを，どのように効率的・効果的に調整する
かという視点からこれらをどう組み合わせてより広範囲にわたるケアシス
テムを構築し，さらには総体としての地域ケアシステムをどう構築してい
くのかという問題である。
ここでわれわれが議論しようとしている問題が，実は，いわゆるパッチ・
システムあるいはパッチ・アプローチとわれているものにおりる広域圏連
携の問題である。
(c) 要援護高齢者地域ケアシステムの構築における従来のいわゆる広
域圏連携の問題をめぐって
第3には，従来福祉サービスにかかわる側面においては，その社会福祉
資源，とりわけ特別養護老人ホームの存在の有無を一つの判断の基準とし
て広域連携が行われてきているように考えられる。
しかしながら実際には，特別養護老人ホームを中心として他のさまざま
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な在宅福祉サービスのメニューが供給されてきている(社会福祉施設が在
宅福祉サービスのキィステーションとなる「施設の社会化jといわれる動
向)という現実を踏まえる時，これら福祉サービスへのサービス利用者の
アクセスピリティ(利便性ないしは接近性の原則)にかかわる問題がこの
従来行われてきている広域連携には生じる。(5)
したがって，各市町村にはそれぞれ抱える固有の事情が存在するとはい
え，特別養護老人ホームをはじめとして，たとえば保健・福祉センター，訪
問看護とへルパーステーションの複合施設等，何らかの在宅社会サービス
の中核的機能を果たし得る施設の設置をどうするかといった問題が，各市
町村にとっては今後ますます避けられない課題となるであろうと考えられ
る。
そして，この (c)でわれわれが指摘した問題は，今後「老人保健福祉計
画」が順次実施に移されていくなかで(さらには，実は導入が予定されて
いる公的介護保険システムにおいても)，各市町村にとって特に重要な課題
となるであろう在宅介護支援センターおよび訪問看護ステーションの設置
(その設置数や設置のあり方等)の問題とも密接な関連性をもつものになっ
ていると考えられる。
(d) 要援護齢者地域ケアシステムにおける広域圏連携のあり方
第4に，したがって以上のわれわれの議論から帰結されるように，地域
ケアシステムにおいて在宅の要援護高齢者の抱えるニーズに対する社会
サービスを考える場合，そのサービス供給エリアの地理的・機能的空間の
最小単位は，すでに必ずしも 1市町村単位を意味しているものと理解する
だけでは十分ではなくなっているということを改めて認識しておくことが
必要である。
もちろん，これまでも従来のいわゆる広域連携という方向においては，こ
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の問題は取り上げられてきてはいる。
しかし，ここでわれわれが問題にしているのは，まさに従来とは逆にた
とえば比較的広い面積を有する市町村において特にそうであるように，今
後はさらに小さなサービス供給エリアがそれ自体として完結する 1サービ
スエリアをいくつか想定しつつ，さらにそれら一つひとつがそれぞれに有
機的な関連性をもっ総体としての地域ケアシステムの構築を考えていく必
要があるということなのである。
(e) 地域ケアシステムを構成する最小単位としてのサービス供給エリ
アの具体的な範囲について
以上の (a)---(d)でとりあげた問題については，もともと「高齢者保健福
祉推進10か年戦略J(いわゆるゴールドプラン)においては，この地域ケ
アシステムの最小の単位として，周知のように中学校区を 1単位として想
定しており，いわゆる新ゴールドプランでは，これがさらに小学校区の想
定へと向かいつつあることが窺われる。さらに，高齢者介護・自立支援シ
ステム研究会の報告書『新たな高齢者介護システムの構築を目指してjに
みられる新介護システムは，明らかに以上のような小学校区という想定の
うえにその地域ケアシステムの構築を考えていることは，承知されていな
ければならない点であるtヘ
さて，われわれが以上において議論してきたサービス供給エリアの設定
という問題に特にこだわったのは，以下に述べる背景があったからである。
すなわち，少なくとも宮城県におげる各市町村が策定した「老人保健福祉
計画jを見た限りにおいては一実際には，先進的な事例として「老人保健
福祉計画jに関連する図書に紹介がなされているもののなかでもその一部
を除いては，われわれが参照することができた他県における「老人保健福
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祉計画Jにおいても一，保健・福祉サービスが供給される最小の地理的空
間範囲であるパッチエリアとしてのサービスエリアも，したがってまた当
然のこととしてその一つひとつが有機的に関連し合うそれらサービス供給
エリアの総体としての地域ケアシステムの設計もないままに，保健・福祉
にかかわるサービスの供給メニューとその目標値だけが量的に示されてい
るものであったからであるo
われわれの議論を踏まえた場合，逆にこのようなサービス供給のための
エリア設定とそのそれぞれのサービス供給エリアを包み込む総体としての
地域ケアシステムが無いところには，現実的な意味をもつものとしての保
健・福祉サービスの目標値量も考えられ得ないはずであるo また，実際に
その目標値が量的に示されているとしても，それはマクロ的なもの(総体
量)としては意味をもつものであるかもしれないが，サービスを必要とす
るニーズを抱える保健・福祉サービスの利用者にとってそれが具体的にど
れほどの意味をもつものになるのかを理解することの困難な「計画Jが策
定されたということになるであろう。さらにまた，保健・福祉サービスの
社会資源量が有限なものであることを考えれば， r老人保健福祉計画jとい
うからには，少なくとも，これら保健・福祉サービスの効率的・効果的な
供給・利用という視点、からだけでも，保健・福祉サービス供給における各
レベルでのエリア設定と地域ケアシステムの設計とは，実際には，避けて
は通れない問題であったはずであるとわれわれは考えるt九
以下の図1.は，われわれの以上の議論を概念図的に整理して示したもの
である。この図では，各レベルにおける保健・福祉サービス供給のエリア
設定について，主にその地理的空間に視点、をあてて，そのいくつかのパター
ンが提供されている。そしてさらに，図の左側においてはそれぞれの次元
における保健・福祉サービスの供給エリア間で，それらがそれぞれどう有
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能的に・重層的に関連し合っているのかをモデル的に示しである。また，図
全体において，重層的な(相互補完的・補足的な)構造をもっ総体として
の地域ケアシステムが表されている。
在宅サービスにかかわる市町村における保健・福祉相当部門のあり
方について
(3) 
在宅の要援護高齢者およびその介護家族の抱える多様なニーズに応じて
効率的・効果的にそれぞれの保健・福祉サービスが提供されるためには，市
町村の地域ケアシステムおける保健・福祉の担当部門ができるだけ一体化
されるよう整備されていることが望ましいというごとは，改めていうまで
ここでいう「一体化Jというのは，単にそのよう
な体制がとりあえず制度上一体化しているということにとどまらず，保
もない。しかしながら，
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健・(医療・)福祉の在宅社会サービスにかかわる機能面での有機的に一体
化された地域ケアシステムが各市町村において構築され，その上でここで
いう一体化された市町村における保健・福祉の担当部門が存在しているか
どうかという点が重要である。
なぜならば，今後各市町村において等しく増大するであろう多様な高齢
者および要援護高齢者を介護する家族のニーズに有限な保健・医療・福祉
にかかわる社会資源を効率的に供給するという側面においても，また効果
的なサービス供給が利用者促進を図るという側面においても，それが重要
な意味をもつことになるからである。
(4) 在宅要援護高齢者への保健・福祉サービスの申請方法について
この問題に関しては，在宅での要援護高齢者にかかわる保健・福祉サー
ビスの利用を促進させるおおきな要因となるものと考えられることから，
現状においてもこのサービス申請の方法についてはなお一層の工夫が求め
られているものと考えられる。なぜならば，およそ保健・福祉にかかわる
在宅での社会サービスを必要としているという状況にある要援護高齢者を
抱える家族にとっては，この在宅社会サービスの申請方法そのものがそれ
自体ですでに大きな負担となっていることが明白な事実となっているから
である。
ただし，この問題をめぐっては，ここで次の点についての十分な政策的
な対応のための考慮がなされることが必要であると考えられる。しかしな
がら，すでにいつでもこのいわゆる「潜在的ニーズの顕在的ニーズへの転
化」と呼ばれている問題についてはある程度，懸念が予測されている。す
なわち，社会福祉の領域では，ある意味では，rニーズがサービスを生み出
す」のではなくて「サービスが(良きにつげ悪しきにつけ)ニーズを生み
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出すJという事柄にどう政策的に対応するのかというある種のディレンマ
を保健・福祉サービスの提供にあたる行政当局が，現状では解決しなけれ
ばならないという別の問題が存在しているということなのであるo
(5) 保健・医療・福祉の連携の図られた情報システムネットワークの整
備の必要'性
同様に，上記 (3)および (4)の問題と関連して，各市町村にあっては保
健・医療・福祉の連携の図られた情報処理および管理システムと，そして
情報ネットワークのシステムの構築も緊急かつ重要な課題となっているo
したがって，県レベルにあっても，また各市町村においてもこの課題への
取り組みを早急に遂行しなければならず，そのための準備および環境・条
件の整備に努めなげればならないであろうと考えられる。
(6) 保健・福祉の在宅サービスにかかわるマンパワーの増員の問題
保健・福祉の在宅サービスにかかわるマンパワーの増員は，各市町村に
とっては避けることのできない重要な課題であり，しかしながらその達成
がなかなかに困難な課題となっているo
それだけに各市町村は，今後基本的に在宅型の保健・福祉サービスシス
テムの構築を志向しようとするのであれば，特に保健婦，理学療法士，作
業療法士，訪問看護婦，福祉担当員，ホームヘルパー，ソーシャルワーカー
(社会福祉士)，介護福祉士等の職種についてその確保および増員の必要性
が必然的に高まってくることを強く認識していなければならない。
在宅型の要援護高齢者およびその介護家族に対する地域ケアシステムの
構築を目指すということは，今後単純に考えても急速に増大するそれらの
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要援護高齢者をとりまくニーズに対して，要援護高齢者およびその介護家
族が居住する生活拠点へのデリパリータイプの保健・福祉サービス供給シ
ステムの構築を意味しているo
したがって，こうした地域ケアシステム構築のための基礎的条件として，
当然のことながら在宅社会サービスにかかわるマンパワーの確保および増
員一一すなわち，その養成，確保，育成のための環境・条件の整備一ーと
いう問題が，各市町村にとっては最重要課題となっているものと考えられ
るべきである。反対に，こうした在宅での保健・福祉サービスにかかわる
マンパワーの量的・質的両側面での十分な確保が難しいという市町村にお
いては，それだけでもうすでにかなりの制約条件のもとに地域ケアシステ
ムを構築することを余儀なくされているということになろう。そして，こ
のことは，このような地域社会に生活する住民もまた，それらが必要となっ
た場合にその程度の保健・福祉サービスしか受けられないということを意
味しているD それは，これらのサービスにかかわるマンパワーの介在がな
いところでは，保健・福祉サービスのほとんどが実体化し得ないという特
質を保健・福祉サーピスが本質的にもっているからに他ならないからであ
る。この保健・福祉サービスにかかわる特質は，特に在宅での保健・福祉
サービスの供給という領域においてさらに指摘されることになろう。
そしてさらには，新たな地域ケアシステムを構築していくということか
らも，保健・医療・福祉の在宅サービスにかかわるマンパワーのもってい
る現任研修に対する従来の意識変革とともに，これらの地域ケアシステム
にかかわるマンパワーの再教育や再訓練の研修システムについての研究・
開発およびその構築も，県および各市町村において同時並行的に早急に考
えられなければならない課題となってきているものと考えられる。
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(7) 在宅サービスにかかわる保健・医療・福祉関連施設の整備および増
設の必要性
またマンパワーと同様に，在宅サービスにかかわる保健・医療・福祉関
連施設の整備および増設も各市町村にとっては，重要な課題となっている。
特に，その整備・増設が必要である保健・医療・福祉関連施設としては，
やはり在宅型の保健・福祉サービスシステムへの政策的志向を新たに選択
しようとする場合には，デイサービスセンター，ホームヘルパーステーショ
ン，在宅介護支援センター，訪問看護ステーション，老人保健施設，リハ
ビリテーション施設，特別養護老人ホーム，市町村保健センター，公的病
院等であると考えられる。ここで，特に特別養護老人ホームおよび公的病
院を上の列記施設のなかに含ませたのは，上述しているようにこれらの施
設が在宅型の保健・福祉サービスの各メニューにとって，それらを供給す
るいわばキィステーションとして中核的機能を果たすことが今後ますます
期待されてくるであろうと考えられるからである。もちろん，そもそもい
かに在宅型を政策的に志向しているとはいっても，特別養護老人ホームそ
して公的病院といった収容型の施設がまったくその存在の必要性がなくな
るということがはじめからあり得ないということは，当然のことではある。
これらの諸施設はいずれも，上記 (6)で指摘した在宅保健・福祉にかか
わるマンパワーの量的・質的な確保および増員と同様に，在宅における要
援護高齢者の地域ケアシステムを構築する際には，その地域ケアシステム
を実効性のあるシステムたらしめるもっとも基礎的な構成要素であること
をいかに財政的制約がそれぞれにあるとはいえ，各市町村は再認識すべき
であろう。
ただし，一つのパッチエリアとしてのサービスエリアの地理的・機能的
範囲をどのように設定するのか，またそれらの在宅社会サービス供給の最
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小単位を全体の地域ケアシステムのなかでどう有機的に連携させるのかの
問題によって，その必要量は変動し得る。また，たとえば，訪問看護ステー
ションとホームへルパーステイションあるいはディサービスステーション
そして在宅介護支援センター等の施設のいくつかを複合的に組み合わせた
施設を整備していくということも，選択肢のーっとして今後は考えられる
必要性があるように思われる。
したがって，各市町村にあっては，その置かれているさまざまな条件・
環境を慎重に比較考慮しながら，それぞれの市町村に対応した最小の在宅
社会サービス供給の地理的空間単位となるパッチエリア(としてのサービ
スエリア)を設定し，またそれらを包含する地域ケアシステムを構築する
一方で，相当の覚倍をもって，在宅保健・福祉にかかわるマンパワーの量
的・質的な確保とともにこれらの諸施設の整備に努めなければならないで
あろう。
また，各種のデータが示しているところから，デイサービスおよびショー
トステイサービスそして入浴サービスの利用促進のためには，特に移送
サービスの充実が図られるべきであると，われわれは考えている。
さらには，今後の老人のみ二人世帯および老人ひとり暮らし世帯の増加
を考慮にいれた場合，特に給食サービスの充実についても(その在り方も
含めて)十分な配慮がなされなければならなくなっていくであろうと予測
される。
(8) 在宅介護支援センターのあり方について
1994年 12月1日現在，宮城県にあっては在宅介護支援センターの設置
状況は未だ 18ヶ所にとどまっている。そして 1995年2月に宮城県を対象
として実施された調査仰の結果によれば，在宅介護支援センターの要援護
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高齢者に対する地域ケアシステムにおいて果たすべき(あるいは果たすで
あろう)役割の重要性は十分認識されている。それにもかかわらず他方，今
後各市町村における高齢者保健福祉推進十ヶ年戦略の終了年までの在宅介
護支援センターの設置予定数は，宮城県の各市町村が策定した「老人保健
福祉計画Jの2，000年時点ににおける目標数値の総計と比較してみても，そ
れを下回るものとなっている。ここに指摘した実態は，われわれのみる限
り，他県においてもそれほど大差がないように思われる。
したがって，現在在宅介護支援センターの抱えている問題，置かれてい
る状況もまた考えに入れると，各市町村にあっては，在宅介護支援センター
についてはその在り方そのものも含めて，地域ケアシステムの構築の過程
のなかで十分な考慮が再度なされる必要があると考えられる。
また，在宅介護支援センターと高齢者サービス調整チームとの連携の在
り方，さらには高齢者サービスチームそのものの在り方(たとえば，チー
ムスタップの編成やケース・マネジメントをいかに着実なものにして導入
できるか等)についても，各市町村にとっては早急に再検討すべき課題に
なってきているものと考えられる。
しかしながら，次に述べる点については十分な配慮が払われなければな
らないであろう。すなわち，ここでの在宅介護支援センターおよび高齢者
サービス調整チームをめぐる問題は，要援護高齢者の地域ケアシステムの
構築との関連においても再度検討しなおされなければならない重要な課題
ではあるが，さらにこれに加えて創設・導入が予定されている公的介護保
険システムを考慮に入れるとその重要性はなお一層大きなものとなろう。
在宅介護支援センターと高齢者サービス調整チームのあり方やその関連を
どのようにするのかということは，慎重にその検討がなされなければなら
ないという複雑な扱いを必要とする問題となりつつあるように考えられ
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(9) 在宅サービスに関する工夫のなされたきめ細かな広報(情報提供)
の必要性
一般的にいって，保健・医療・福祉の在宅サービスについての十分な情
報を要援護高齢者およびその介護家族は得ていない。したがって，各市町
村は，このような情報の提供のためのより有効なさまざまな方法の開発に
ついて，さらに積極的に取り組むことが強く求められている。
このことは，確かに限られた在宅保健・福祉サービスの社会資源のなか
で，現在よりもそれら社会サービスに対するの需要の一層の増大という新
たな問題をもたらしそうであるが，同時に反面においては，その地域に生
活する住民の理解と合意のうえに，在宅の要援護高齢者およびその介護家
族の地域ケアシステムが構築されるためにも必要不可欠な条件となってい
る。そして，それとともに，このような地域住民の理解と合意のうえに構
築される地域ケアシステムにおいては在宅保健・福祉サービスにかかわる
非公的部門=自発的な民間部門の社会資源の供給がより促進されやすくな
る状況を創出するという利点も忘れられてはならない点であろうと考えら
れる。
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(10) 要援護高齢者地域ケアシステムの構築の理念・原則と市町村の役
割および課題との関連について
一一要援護高齢者地域ケアシステムの構築における理念の再確
認の必要性とその実現への途一一
(a) 政策理念としてのノーマライゼーションと在宅型社会サービスへ
の政策的志向
今日わが国においても社会福祉政策(あるいは社会サーピス)の基本理
念としてノーマライゼーション理念の浸透・定着が強調され，基本的には
「高齢者保健福祉推進十か年戦略J(いわゆるゴールドプラン)およびf(地
方)老人保健福祉計画Jの理念もこれを継承しているとされている。すな
わち，このノーマライゼーション(より正確には，統合・折衷型ノーマラ
イゼーション)理念のもとに，わが国の社会福祉(社会サービス)のあり
方はいわゆる施設中心型のものから在宅型のそれへとその重心を移行して
きているといわれていることは，周知のところである。
(b) 各市町村ごとの種々の将来人口推計予測の必要性
一一特に，期待介護力(将来の家族介護力および共同体社会として
の地域社会のもつ介護力の期待度)の問題を中心として一一
したがって以上のことから，要援護高齢者の地域ケアシステムを構築す
るためには，その基礎的資料となるそれぞれの市町村における地域別・男
女別のいわゆる寝かせきり老人，痴呆性老人，虚弱老人，一人世帯および
老人のみ世帯等の将来出現数の人口推計予測が必要となる。
それとともに，この在宅型社会福祉(在宅型社会サービス)を支える基
盤となる最も基礎的な単位としての社会資源であると理解される家族介護
力(そして共同体社会としての地域社会の介護カ)の期待度についても，そ
の将来予測がなされていなければならない。
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すなわち，この家族介護力(そして地域社会のもつ介護力)が将来にわ
たって現在と同程度に期待できるのか否か。また，期待するとすれば，ど
の程度期待できるのかについての将来予測は，地域ケアシステムを構築す
る際に，現実的問題として在宅の要援護高齢者に対するホームへルパーの
供給量やその養成体制等の種々の在宅保健・福祉サービスを整備するため
の重要な分析対象となるものと考えられる。
なぜならば，これらの問題に対する種々の政策的対応が要援護高齢者の
生活にとっても，その介護家族の生活にとっても大きな意味をもつことに
なるからであり，反対にどのような政策的合意を得るにしても一一どのよ
うな地域ケアシステムを構築するにしても一一，以上に述べた将来推計予
測は，そのための不可欠の判断材料であると考えられるからである。
(c) 将来において予測される在宅社会サービス水準の市町村間格差の
拡大化と顕在化
いま一つの問題は，近い将来において保健・医療・福祉の在宅社会サー
ビスの供給に関する各市町村聞の格差が現在よりもより一層拡大し，しか
もそれがより顕在化する可能性が多いにあり得るということである。
この問題は，公的介護保険制度が創設・導入されることになると，より
その深刻さを増大させることになるのは確実であろう。
(d) ノーマライゼーション理念から導かれる 4つの原則
さて，前述したノーマライゼーション理念については， i高齢者保健福祉
推進十か年戦略J(いわゆるコールドプラン)および i(地方)老人保健福
祉計画Jでは，サービス供給の基本的方針が「いつでも，どこでも，だれ
でもjとしていい表されているo また同様に，たとえば『横浜市福祉サー
ビス供給組織研究委員会報告jは，これを在宅福祉サービスの供給にあたっ
ての「いつでも(即応性)，どこでも(近隣性)，だれでも(普遍性)，何で
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も(包括性)jという 4つの原則として示しているo
したがって，今後とも各市町村において要援護高齢者に対する地域ケア
システムを構築するにあたっては，このノーマライゼーション理念と密接
な関連をもっこれら 4つの原則を避けて考えることはできない。
そして，もちろん一方においては確かに，このノーマライゼーション理
念とそれと密接な関係にあるこれらの4つの原則の達成度の差が，要援護
高齢者地域ケアシステムのあり方の差となって具体化されることになるの
であり，それが在宅社会サービスの供給水準にお砂る将来的な市町村間格
差を規定する基本的要素となっていると考えられる。
(e) 政策理念としてのノーマライゼーションと密接な関連をもっ4つ
の原則一一「即応性の原則j，r利便性・近隣性の原則j，r普遍性の
原則j，r包括性と継続性の原則J一ーと要援護高齢者地域ケアシス
テムのあり方をめぐって
そこで，次にこれらの4つの原則と要援護高齢者地域ケアシステムの構
築との関連性について，改めてやや立ち入ってみることにする。
先ず， rいつでも(即応性・即時性:instancy， full-time) jは，たとえば
24時間対応のケアシステムのあり様を要請している。
「どこでも(利便性・接近性:accessibility) jは，地域ケアシステムのエ
リア内に公的病院・特別養護老人ホーム・保健福祉センタ一等の在宅社会
サービス供給の中核的機能を担うことになる保健・医療・福祉施設の整備・
設置を，そしてこの地域ケアシステムを構成する個々のパッチエリアとし
てのサービスエリア内には在宅介護支援センターや訪問看護ステーション
等の整備・設置を要請する。
そしてこの「即応性Jと「利便性Jの原則とから，たとえば中学校区~小
学校区というように，地域ケアシステムを構成する最小の単位をなすサー
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ビスエリアの地理的・機能的な範囲はできるだけ小さいものととされるこ
とが求められてくることになる。
「だれでも(普遍性:universalism) Jは，在宅社会サービスの申請窓口や
申請方法および在宅社会サービスの広報のあり方への利用者本位の視点か
らの工夫を要請する。
したがってまた同時に，要援護高齢者にかかわるニーズの存在に応じた
サービス供給量を担保(確保)することを要請する。
「何でも(包括性:comprehensiveness，および継続性:coherent) J は，
保健・医療・福祉の在宅サービスを個々の要援護高齢者の抱えるニーズご
とにそれに対応した一つのいわばパッケージとして供給することを要請す
ることから，保健・医療・福祉のさまざまな局面での連携，当然のことと
してその過程にお付るケースマネジメント(ケアマネジメント)の導入等
の必要性がそこに指摘されることになるのである。
(f) 保健・医療・福祉に関連する社会資源の量的・質的な整備・確保の
必要性
したがって，これらの現代社会サーピスにおける在宅保健・福祉サービ
スのあり方を規定する 4つの原則と密接なかかわりをもっノーマライゼー
ションを政策理念として構築されることになる要援護高齢者の地域ケアシ
ステムは，これらの原則が要請するニーズの充足のために，いわゆるヒト・
モノ・チシキ・カネといった保健・医療・福祉に関係する社会資源の量的・
質的な相当程度の整備・確保を必要としていると考えられる。
当然のことであるが反対に，これらの在宅社会サービスにかかわるヒ
ト・モノ・チシキ・カネといった社会資源の量的・質的な整備・確保の程
度に依存して，あるいはそれらをその基本的な条件として，それぞれの市
町村においてノーマライゼーション理念とそれと密接に関連する上述の4
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つの原則がどれだ砂実現された要援諮高齢者地域ケアシステムが構築され
るのかが決められることになっているといえよう。
(g) 政策理念としてノーマライゼーションを理解することおよび4つ
の原則の達成度の合意すること
このような意味において，上述したようにノーマライゼーションを政策
理念として理解することとそれと密接に関連する 4つの原則の達成度の差
が，具体的な地域ケアシステムのもとで要援護高齢者およびその家族へ供
給される各種の在宅社会サービスの量的・質的な水準の市町村間の格差と
なって将来的にはより鮮明に現出することになるであろうと考えれる。
このことは，すでに指摘しているように深刻な問題となり得る可能性を
大きく持っているし，また確かに事柄の反面においては正しい指摘である
とわれわれは考えている。しかし，この問題については，まだわれわれが
述べていないもう一つの側面が残されているように思われる。
さて，ノーマライゼーションと呼ばれる社会サービスのあり方について
の考え方は，一般的には i(身体的・知的)障害をもっ人々も，高齢者も私
たちのまちで共に同じように暮らせるようにすること」という文脈におい
て， iあたりまえにすることjとして理解されている。
すなわち，この「あたりまえにすることjの「あたりまえさJは，ノー
マライゼーションを政策理念として捉えた場合，それはあたかも蟹気楼の
ように，本来的には実態としては非常にあやうげな内容しか持っていない。
したがって，それぞれの地域社会のもつ歴史的な風土・文化・慣習等に
もとづいて築き上げられてきているその政治・経済・社会構造をふまえた
上で，各市町村は政策理念としてのノーマライゼーションの目指す「あた
りまえさJの内容をめぐって，それぞれの市町村を構成する地域住民の聞
で相互的な共通了解を得るという過程を経ない限り，この「あたりまえさJ
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の内容は空虚なものとしかなり得ないであろう{九
およそ，すべての市町村で，先に述べたあの 4つの原則がかなりの程度
達成され得ると考えることの方が現実的ではないという一事をもってしで
も，ここに述べたことは容易に理解されるのではないだろうか。
だからこそわれわれは，本稿におりるその考察のはじめの部分において，
それぞれの市町村が自らの手でそれぞれの地域社会に対応した地域ケアシ
ステムを構築することの必要性を再三指摘してきたつもりである。
(h) 変革の迫られている市町村
すなわち，この点において，新たな地域ケアシステムのあり方を支える
量的・質的な保健(・医療)・福祉に関する社会資源を整備・確保するため
には，“日本"という一つの単位においても政治・経済・社会構造の変革が
必要であることはもちろんであるが，多くの市町村においても同様に単に
保健・福祉の領域のみにとどまらないより包括的な構造にかかわる本格的
な変革が迫られていることが理解されなければならないであろう。
(i) 要援護高齢者地域ケアシステムの構築の可能性と地域住民の合意
形成
したがって，上述した政治・経済・社会にかかわる包括的・本格的な構
造変革を伴わざるを得ないであろう在宅における要援護高齢者地域ケアシ
ステムの構築をもしも政策的に志向しようとするのであれば，そこでは地
域住民のどのような合意の形成が得られるのかが，最も基本的な問題と
なっていると考えられよう。
(j) 地域住民の合意形成における市町村の役割
先ず第一に，このような合意形成のプロセスにおいて必要とされる要援
護高齢者地域ケアシステムの構築にかかわる多様な情報の地域住民への提
供が，今後は市町村のより一層重要な役割となるであろうと考えられる。
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そして次に，地域特性に応じてどのような合意形成が結果的になされる
のであれ，これと連動して次に必然的に求められてくることになる要援護
高齢者地域ケアシステムの構築のための地域住民の政策的な意志決定(合
意形成)を可能とさせ得る政治システムの条件整備こそが，ある意味では，
要援護高齢者地域ケアシステムの構築において，実は今もっとも求められ
ている市町村の役割なのであり，課題となっていると考えられる(10)。
たとえば，大阪市立大学教授白津政和氏が「老人保健福祉計画実現の条
件」において「……この地域支援システムづくりには住民の主体的な協力
が不可欠であり，いかに住民参加のもとで，地域支援システムを構想し，実
施していくかが鍵である。さもなくば，機能しない地域支援システムに成
り下がる可能性も十分にあるJ<川と述べられているところも，以上の議論
とも密接な関連性をもつものであるとわれわれは考える。
第3節おわりに
一一要援護高齢者地域ケアシステムの構築と地方行
政の役割と課題一一
高齢者介護・自立支援システム研究会が報告した『新たな高齢者介護シ
ステムの構築を目指して』においては， r行政の責任と役割jとして次のよ
うに述べられているo
「市町村は，地域住民に最も身近な行政主体として，高齢者のニーズを的
確に把握するとともに，老人保健福祉計画に基づく介護サービスの整備目
標の策定と地域のサービス体制づくり，サービスに要する人材や確保整備
など，主として介護サービス提供の役割と責任を負うことが考えられる。都
道府県については，人材育成，サービス体制の広域的な調整，財政面にお
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ける市町村の支援を行うことが，……考えられるJ(12) と。ここに指摘され
ている点は，まさに本稿においてわれわれが展開してきた議論の要旨とし
て理解することもできょう。
すなわち，われわれがここで強調しておきたいことは，その創設・導入
がほぽ確実視されている公的介護保険システムのもとにおいても，本稿に
おいてわれわれが提起した議論はそのまま指摘され得るであろうというこ
とである。つまり，本稿で議論された以上の個々の問題は，公的介護保険
システムが創設・導入されるならば，おそらくは(都道府県および)市町
村にとって解決を迫られる課題と役割におげるその深刻度をさらにより大
きなものとすることになるに相違ないであろう。
ところで，I高齢者保健福祉推進十か年戦略J(いわゆるゴールドプラン)，
そしてそれを実体化するものとしての政策的合意をもつものとして理解さ
れる f(地方)老人保健福祉計画J，これをうけてさらに策定された「高齢
者保健福祉十か年戦略見直しについてJ(いわゆる新ゴールドプラン)，ま
た『新たな高齢者介護システムの構築を目指して』や『新たな高齢者介護
システムの確立について(老人保健福祉審議会中間報告)jにおいては，い
ずれもその政策理念としてノーマライゼーションが取り入れられている。
したがって，自覚的にか無意識的にか，積極的にか消極的にかあるいは
主体的にか第三者的にか，またその内容の意味するところがどのようなも
のであれ，そしてさらにはその内容が具体的にどのようなことを実現しよ
うとしているのかを理解しているのか知らないかの，いずれにしてもわれ
われは，ノーマライゼーションという考え方を新しい保健・福祉システム
構築の政策理念として選択してきているのである。この事実を，市町村は
今後の「老人保健福祉計画Jの実現へ向けてのさまざまな努力をしなけれ
ばならないなかで，再確認しておかなければならないであろう。
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ノーマライゼーション理念は，上述してきたようにそれと密接な関連性
を有しているといわれる「即応性j，r近隣性・利便性j，r普遍性j，r包括
性および継続性Jの4つの原則としてより具体的に理解される。また， 1982 
年にデンマークで提案された「高齢者医療福祉三原則Jとして知られてい
る「人生の継続性の尊重j，r残存能力・潜在能力活用の最大限可能性の追
及の保証j，r自己選択及び自己決定の尊重」の3つの原則としても理解さ
れる。したがって，われわれが上にノーマライゼーション理念の再確認の
必要性を強調したのは，ノーマライゼーションを政策理念とする「老人保
健福祉計画jの実施においては，これらのそれぞれの原則をどこまで実現
できるのかが今後関われ続りることになるであろうことを各市町村が知ら
なければならないという意味を含んでのことなのである。
さて，要援護高齢者地域ケアシステムのあり方は，もちろん各地域社会
において異なってくることはいうまでもない。
しかしながら，一方都道府県および各市町村においては，それぞれの地
域社会の持つ特性や固有性そして実情を踏まえた上で， r<地方)老人保健
福祉計画Jが自らの手によって策定されていたはずである。したがって，今
後どのような要援護高齢者地域ケアシステムが構築されるのであれ，その
基盤となる環境・条件ーいわば f福祉インフラストラクチュアjとして性
格づけられるものーを提供することになる「老人保健福祉計画Jの実現・
完全実施は，要援護高齢者地域ケアシステムの構築にあたって都道府県お
よび市町村が果たさなければならない役割の当面の目標であり，それが最
優先されるべき課題であり，そして責務として理解されるべきであろう。
その上で，さらに「高齢者を含めた全ての人々が地域や家庭の中で共に
生活できるJような住宅対策とまちづくり等までをも含めて，今後なお一
層の高齢者への生活支援基盤の整備に取り組むことが望まれていると考え
70 
られるべきであろう。
したがって，この i(地方)老人保健福祉計画J策定の際に想定されてい
た政策理念がノーマライゼーションであったことからして，この理念と密
接な関連をもっ 4つの原則，あるいは3つの原則を，都道府県および市町
村は，今後それぞれの地域社会にお付る要援護高齢者地域ケアシステムを
構築・展開するにあたっていま一度想起し，再確認することが必要である。
そして，まさに政策理念となっているノーマライゼーションの一つの原
則である「自己選択および自己決定の尊重」からいっても要援護地域ケア
システムの構築にかかわる種々の情報の地域住民への提供と，それに基づ
いた地域社会の相互的共通了解としての合意形成のための環境・条件整備
こそが都道府県および市町村に課せられた最も基本的な役割と課題である
と考えられる。
なぜならば，それぞれの地域社会で望ましい高齢者ケアシステムの構築
を目指そうとする場合，各地域社会におけるここにいうその望ましさの妥
当性の根拠は，一体どこにあると確信をもっていえるのであろうか。それ
は，それぞれの地域社会を構成する住民の聞に見いだせる少なくとも“い
ま，ここにある"相互的共通了解の上に成り立つ(あるいは合意形成され
た)内容をもつものとしての政策理念であるノーマライゼーション以外に
はないであろうと考えられるからである。
*本稿は，筆者が宮城県要援護老人地域ケアシステムモデル策定委員会のもとにおか
れたワーキンググループ委員会へ参加する機会を与えられ，そこでの作業の過程で
得られた成果に負うところが大きい。ワーキンググループに参加された各委員の皆
様方には，この場をかりで感謝申し上げたい。特に，策定委員会の委員長を務めら
れながらも，ワーキンググループでの検討会に毎回参加下さった尚網女学院短期大
学教授出村和子先生，東北大医学部(病院管理学講座)助手関田康鹿先生，東北大
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医学部(公衆衛生学講座)辻一郎先生，東北福祉大学助教授田中和泊先生からは，本
稿をなすにあたって多くの教示・示唆を与えられている。もちろん.本稿に残され
ている誤解や問題等についてはすべて筆者の責任にあることはいうまでもない。
3王
(1) 実際に，老人保健福祉計画をめぐるシンポジウム等において保健・福祉行政担
当者から，自らが所属している市町村自治体の老人保健福祉計画の実現可能性につ
いて消極的な見通しを述べられている意見に接する機会が多いことに驚かされる。
また，例えば，白滞政和氏の n老人保健福祉計画]実現へのアプローチーサー
ビスの利用促進にむ付てーJ(中央法規出版社， 1994)は，このような問題意識のも
とに著されている。あるいは，国民健康保険中央会がまとめた『老人保健・医療・
福祉総合施設の広域的整備に関する報告書』においては，このような状況がより具
体的な数値として表されている。すなわち， r高齢者保健福祉計画については，首長
の54.7%，医療関係者の 49.8%，福祉関係者の45.0%，保健関係者の 71.9%が，計
画の目標達成を困難だとしている。J(The Community Care VoJ. 2-No.10， 1995 
年10月， pp. 18-19.) 
(2 ) この点に関して，例えば宮城県の場合についてみると， rデータから見た宮城の
高齢者福祉jによれば， r老人保健福祉計画は，本来住民の参加，情報の公開の原則
に基づき策定されるべきものでしたが，多くの自治体はコンサルタントに委託し
(56自治体， 78.9%)，策定しましたJ(rデータから見た宮城の高齢者福祉j作成委
員会編『データから見た宮城の高齢者福祉』宮城地域自治研究所， 1995年， p.77) 
という指摘がなされている。
そして，このような老人保健福祉計画の策定にあたってのコンサルタント会社あ
るいは研究機関等の外部への委託状況は，単に宮城県にのみ特徴的に指摘されるこ
とではないように思われる。この点については，例えば，近畿弁護士会迎合会人権
擁護委員会 r老人保健福祉計画Jに関する近畿各地自治体アンケート調査J(1993 
年 11月)や岡山県の場合についてのその状況を示している山本陸編著『都市で高齢
者を支えるj啓文社， 1995年，等を参照されたい。
( 3 ) 本稿においてわれわれは，サービスエリア，サービスユニット，ケアユニット
等の術語を，高齢者地域ケアシステムを構成する地理的・機能的空間の最小単位を
意味するそれぞれ同義のものとして用いている。それは，本稿を著す時点で，保健・
福祉の領域において一般的に定着した理解としてこれらの用語がそれぞれどのよ
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うに相違した意味をもって使われているのかを残念ながらわれわれは知ることが
できなかったからである。
( 4 ) この点については，前掲注(1)を参照のこと。
( 5 ) この点をめぐっては，いわゆる「施設の社会化Jあるいは「施設の地域社会へ
の開放化」が強く進められてきている今日的状況のなかにあっては，さまざまな保
健・福祉の在宅サービスを供給する中核的役割・機能を有する施設が地域社会の近
隣にあるか否かによって，アクセスピリティの面からいって，明らかにそれらの在
宅保健・福祉サービスの利用度には差が生じるものと考えられる。例えば，統計的
に確かなそして一般的に有意な結果をわれわれは得ているというわけではないが，
手元にあるデータを見る限りにおいては，ある地域社会にお付るショートスティの
利用率に対して，その地域社会にお付る特別養護老人ホームの存在の有無もまたそ
れを決定するある程度の影響力をもった要因のーっとなっているように思われる。
( 6 ) この要援護高齢者の地域ケアシステムを構成する最小の地理的空間の範囲に
ついては， r高齢者保健福祉推進10か年戦略J(いわゆるゴールドプラン)の策定以
来，中学校区がそれに相当するものとしてよく知られている。しかし，最近ではそ
れがさらに小規模な地理的・機能的範囲を意味する小学校区を想定しつつあるよう
に窺える。例えば，その創設・導入が予定されているわが国の介護保険制度に詳し
い毎日新聞論説委員宮武剛氏が，最近の論文において次のように述べられていると
ころにもそのような動向をみることができょう。すなわち， r福祉の単位を『小学校
区jに置き，その『近隣jに，家庭的な小規模サーピス・施設を密度浪く配置して
いく。いわば二重の凝縮作業を着実にすすめることがf地域福祉jには不可欠だ。こ
の方向性はようやく見え始め，その先行きに介護保険を軸にする介護保険システム
が登場しようとしている。…… f介護保険jは，十分なサービス供給なしには『不
渡り小切手j同然に陥る。必然的に新ゴールドプランの着実な実施と，できるだ付
早くサービス供給単位を『小学校区jへと凝縮する作業を急がねばならない。むし
ろ，その凝縮作業へ向けて介護保険という手法の現実的な適否を考えたい。J(宮武
剛r古い上着』を捨てられるか一新たな介護システムと措置制度ーJ，pp.72-74， 
「社会福祉研究J(第64号)鉄道弘済会， 1995年10月，所収)と。
(7) 本稿におけるわれわれの以上の点に関する問題意識と同様に，岡山県立大学助
教授山本隆氏はわが国の f老人保健福祉計画Jとの関連においていわゆるパッチア
プローチないしはパッチシステムの導入の必要性を強調している。本稿におけるわ
れわれのここでの議論との関連で，山本 隆編著f都市で高齢者を支えるj啓文社，
1995年， pp.28-39.を参照されたい。
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( 8) 宮城県要援護老人地域ケアシステムモデル策定委員会編『要援護老人地域ケア
システムモデル策定業務報告書j財団法人宮城県地域振興センター， 1995年3月。
(9) 以上の点にかかわるノーマライゼーションをめぐる議論の詳細については，拙
稿「わが国における『ノーマライゼーションjをめぐる議論に関する一考察ーその
理念的側面にお貯る検討を中心としてーJpp. 49-113.，東北学院大学社会福祉研究
所編『福祉社会の経済学(東北学院大学社会福祉研究所研究叢書I)J東北学院大学
社会福祉研究所， 1993年，所収を参照されたい。
(10) しかしながら実は，ここで(都道府県および)市町村に求めている課題とその
解決に向付ての役割とは，実は本来的には，行政の領域にお付るそれではなくてま
さに政治の領域にお付る問題ーまさに政治問題ーであるべきはずのものではな
いかと，われわれは考えている。そしてこの点においてこそ，わが国において急速
に人口の高齢化が進展しつつあるなかで，今後の保健・福祉政策のあり方をどう選
択していくのかを考えていくときの基本問題が横たわっていると考えられる。逆に
この問題が解決されてこなかったからこそ，これほどの高齢社会を迎えながらもそ
れへの対応策としての保健(・医療)・福祉政策が，そして「老人保健福祉計画」も
また，われわれの誰にとっても望まい方向性へと実現してきているのではないだろ
うか。
この点に関しては，例えば，山井和則・斎藤弥生著『体験ルポ 日本の高齢者福
祉(岩波新書)J岩波書庖， 1994年， pp. 165-182.にも同様の見解を見ることができ
る。
(11) 白樺政和「老人保健福祉計画実現の条件Jp.23，r月刊 地域福祉情報94'8J (通
巻 26)ジャパン通信社， 1994年，所収
(12) 厚生省高齢者介護対策本部事務局監修『新たな高齢者介護システムの構築を目
指して一高齢者介護・自立支援システム研究会報告書-Jぎょうせい， 1995年， p. 
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